●次世代自動車の普及、燃費改善に対する補助制度（平成２８年度）
	（１）先進環境対応トラック・バス導入加速事業

	目的
	トラック・バスの各クラスにおいて最も燃費性能のよい先進環境対応車（燃料電池自動車、電気自動車、大型天然ガス自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車）の普及初期の導入加速を支援し、先進環境対応トラック・バスの普及を促進する。

	対象者
	トラック・バス所有事業者

	補助対象
	先進環境対応トラック・バス（営業用大型トラック、自家用トラック・バス）

	補助率
	同等クラスの標準的燃費水準のディーゼル車との差額の一定率

ハイブリッド車・天然ガス車：1/2、燃料電池車・電気自動車：2/3

	問合せ先
	公益財団法人　日本自動車輸送技術協会　　　電話：03-6380-6773

http://www.ataj.or.jp/index.html


	（２）中小トラック運送業者向け環境対応型ディーゼルトラック補助事業

	目的
	長期経年車から燃費性能の高い環境対応型ディーゼルトラックへの代替を促進し、トラック輸送におけるCO2排出削減を図る。

	対象者
	トラック運送業者（中小事業者に限る。）

	補助対象
	環境対応型ディーゼルトラック

（一定の燃費及び排ガスに係る条件を満たすものに限ります。）

（平成１６年度以前に新規登録した事業用トラックからの代替に限ります。）

	補助率
	大型車100万円、中型車70万円、小型車40万円（定額補助）

	問合せ先
	一般財団法人　環境優良車普及機構　　　電話：03-5341-4577

http://www.levo.or.jp/


	（３）環境対応車普及促進対策事業

	目的
	自動車分野における地球温暖化対策、大気汚染対策、燃料多様化などのエネルギーセキュリティ対策を推進する観点から、自動車運送事業者の環境対策の推進を図るため、自動車運送事業者による次世代自動車（ＣＮＧ自動車、ハイブリッド自動車）への買い替え・導入を支援する。

	対象者
	自動車運送事業者等

	補助対象
	(1) ＣＮＧトラック・バス、ハイブリッドトラック・バス
(2) 使用過程車のＣＮＧ車への改造

	補助率
	(1)経年車の廃車を伴う新車購入の場合

通常車両価格との差額の１／２以内又は車両本体価格の１／４以内
新車のみの購入の場合
通常車両価格との差額の１／３以内又は車両本体価格の１／４以内
(2) 改造費用の１／３以内

	問合せ先
	国土交通省　自動車局
　バス車両の導入　　 ：環境政策課　電話：03-5253-8111（ex.42533）
　トラック車両の導入 ：貨物課　　　電話：03-5253-8111（ex.41322）
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_000003.html


	（４）地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進事業

	目的
	電気自動車を活用し地域の実情を踏まえた多様な交通サービスの展開、燃料電池自動車をはじめとする電気自動車の集中的導入等、他の地域や事業者による導入を誘発・促進するような地域・事業者間連携等による先駆的な取り組みを行う自動車運送事業者等に対し、電気自動車バス、タクシー、トラック及び超小型モビリティの導入を重点的に支援する。

	対象者
	自動車運送事業者等

	補助対象
	電気自動車（プラグインハイブリッド自動車や燃料電池自動車、超小型モビリティを含む）及び充電設備の導入

	補助率
	(1) 電気自動車（プラグインハイブリッド自動車や燃料電池自動車、超小型モビリティを含む。）※電気自動車への改造も含む
バス、超小型モビリティ：車両本体価格又は改造費の１／２

タクシー・トラック：車両本体価格又は改造費の１／３
※燃料電池自動車：車両本体価格又は改造費の１／２
(2) 充電設備
バス、超小型モビリティ：機器本体価格の１／２

タクシー・トラック：機器本体価格の１／３

	問合せ先
	国土交通省　自動車局環境政策課　電話：03-5253-8111（ex.42533）
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000020.html


	（５）水素供給設備整備事業費補助金

	目的
	燃料電池自動車に水素を供給する設備の整備を進めることにより、燃料電池自動車の普及による早期の自立的な市場を確立し、内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適切なエネルギー需給構造の構築に資するとともに、関連産業の振興や雇用創出を図る。

	対象者
	法人、個人事業者（地方公共団体及び地方公共団体が出資する法人を含む。連名を含む。）

	補助対象
	水素供給設備一式（オンサイト方式、オフサイト方式、移動式など）、設計・工事・経費等一式、新規需要創出等活動支援費一式

	補助率
	整備事業：補助対象経費の２／３又は１／２

新規需要創出活動支援事業：２／３

	問合せ先
	一般社団法人次世代自動車振興センター　　　電話：03-5501-1562

http://www.cev-pc.or.jp/


	（６）地域再エネ水素ステーション導入事業

	目的
	再エネ由来の水素ステーションを導入することで、低炭素な水素社会の実現と、燃料電池自動車の普及・促進を図る。

	対象者
	地方公共団体、民間団体及びその他法人

	補助対象
	再生可能エネルギー由来の水素ステーション一式（再エネ由来の発電設備、土工費含む）

	補助率
	補助対象経費の３／４

	問合せ先
	環境省 水・大気環境局 自動車環境対策課　　電話：03-3581-3351(内線6577)
http://www.env.go.jp/air/car/lev/hydro_st.html


	（７）クリーンエネルギー自動車導入促進対策費補助金

	目的
	クリーンエネルギー自動車の普及を促進し、運輸部門におけるCO2の排出抑制や石油依存度の低減を図る

	対象者
	地方公共団体、その他の法人（独立行政法人を除く）、個人

	補助対象
	EV・PHV・FCV・CDV

	補助率
	EV・PHV：蓄電池容量×1.1万円/kWh、FCV：ガソリン自動車との価格差の2/3

CDV：ガソリン自動車との価格差の1/4

	問合せ先
	一般社団法人次世代自動車振興センター　　　電話：03-3548-3231
http://www.cev-pc.or.jp/


	（８）次世代自動車充電インフラ整備促進事業

	目的
	電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の普及を通じて、運輸部門におけるCO2の排出抑制や石油依存度の低減を図るため、普及に不可欠な充電インフラの整備を促進する。

	対象者
	地方公共団体、法人、個人

	補助対象
	充電設備の購入費、設置工事費

	補助率
	購入費：１／２、２／３、定額（設置場所により異なる）
設置工事費：定額

	問合せ先
	一般社団法人次世代自動車振興センター　　　電話：03-3548-9100
http://www.cev-pc.or.jp/
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